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【論文要旨】
　本稿は，明治末期に行われた嘉仁皇太子（後の大正天皇）による「視覚的支配」効果を発揮した
地方巡啓の計画老を知るため，「地方改良運動」を確認する。本研究では国民を修練する政策意図
を嘉仁巡啓に看取し，そこから右の「支配」の政策主体者を割り出すことを最終的な課題とするが，
その際に「地方改良運動」によってもたらされた「道徳的」で「家族主義的」な説得手法や，規律
化と時間支配による「国民平準化」が「恩賜的イメージ」を伴って与えられている点に，巡啓によ
る修練との同質性を解析することで，両政策が同一の主体によって実施されている可能性を追及す
る。本稿では，「地方改良運動」に至る一連の自治政策が国民に与えた上述の影響・効果を確認し
た上で，「山縣閥」を政策主体老とする自治が皇室権威と相補関係にあった「国民統合政策」であ
ったことを結論する。
【キーワード】　プロシア自治，道徳性，国民統制，恩賜，山縣閥
はじめに
　本稿は，明治末期から大正初期にかけて実施された「視覚的支配」を含む国民統制の源泉を自治
政策に求め，日露戦争後から国家官僚らによって推進された「地方改良運動」を検討することで，
その政策手法に見られる傾向と政策意図を分析することを目的とする。
　近代の王権や君主制における支配装置として，伝統権威を視覚化して国民にアピールする「視覚
的支配」が存在したことはもはやよく知られるところであるが，近代日本においても「六大巡業」
に代表される明治天皇を中心とした支配や，大正天皇・嘉仁の皇太子時代から即位にかけて視覚的
支配の効果が現れた。その中で，明治前半に行われた明治天皇の視覚的支配政策については，皇室
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権威の強化を意識した大久保利通や伊藤博文らと，佐々木高行ら「側近」たちによる「宮府」の合
作によってもたらされた事が明らかとされるのに対して，嘉仁の「視覚的支配」についてはその政
策主体が問われてこなかった。
　従って，本研究は右の主体を提示することを最終的な課題とするが，嘉仁による視覚的支配の政
策意図に，当時行われた「地方改良運動」に至るまでの自治政策との相似性を看取し，本稿では同
運動の政策主体とその意図を確認することで，他日に期すべき課題である「嘉仁巡啓による国民統
制の政策主体」を論証する基礎としたい。
第一章　「自治」と「教化」の導入
　本研究の見地では，嘉仁を象微とする視覚的支配政策には「イソフラ整備」と「道徳性によって
説得された規制導入」という政策手法を発見できるのだが，これら一連の政策は自治政策の一端を
担う役割を果たしており，そこから両政策の主体者が同一である可能性を窺わせる。
　自治の研究は資本主義の確立過程を説明する経済史や，農制を分析する膨大な蓄積とともに発展
しており，本稿もこれを踏まえる必要があるが，なによりも先ず日本における自治の性格を規定し
たとも評価される山縣有朋による自治制度の導入と背景を確認しなければならないであろう。
第一節　山縣有朋の自治制度
　一八八三（明治一六）年に内務卿に就いた山縣が，内閣法律顧問・モッセの協力を得て地方自治
制度を改正したことは周知のことであるが，山縣は八八年から行った欧州視察においてグナイスト
の講義やドイッ・イタリア見学から自治制度における地方分権を学習した。それによって山縣の得
た自治制度とは，「豪毛モ政治思想ヲ混入セス着実静穏唯地方ノ事業ノミヲ論議」する地方議会の
在り方であり，また「議員タル者贅弁ヲ費サス数十ノ議案モ僅々両三時間ニテ議了」する様子であ
った1。そして山縣はこの姿を地方自治の模範としたのである。そのため山縣らの地方自治は，将
来の国会運営対策として絶対主義権力機構を支える目的を含んでいく事になる。
　後年の清浦奎吾は山縣の自治制度への取組みについて，ドイツを模範にしていた事を証言すると
共に，伊藤博文の憲法制定の事績と比して「伊藤公の華麗なる事業に封し，公が極めて地味な然か
も最も意義ある地方自治制の創定に著眼した」と述べ，「地味な」業績であったと評価した2。山縣
の「政党嫌い」は今日となっては決定的評価であるが，地方自治については確かに山縣本人の取り
組み方の熱心さに比べて，その評価は「地味」なのであり「熱心さ」の理由には説明が必要であろ
1山縣，「明治二二年五月二二日付芳川宛書簡」「井上馨関係文書」国立国会図書館憲政資料室所蔵，第三十冊
所収。
2『公爵山県有朋伝。中巻』（原書房，一九六九年），一〇三九一一一〇四二頁。清浦は，山縣の地味な取り組みへ
　の姿勢が「名を去って實に就くと云ふことは，何塵までも公の面目ではあるまいか。」と述べ，憲法の発展
　を支える地方自治の「創定者」である山縣が「政党嫌と誤解された」ことは「皮肉」であったと回顧する。
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う。同問題に関して長井純市氏は，軍制確立にしか実績をもたなかった山縣が自治に取り組んだの
は立憲政治の開始に際して新たな役割を模索した結果であった事を述べ，「武官一辺倒から文官と
しての一面の獲得に乗り出そうとして，自己転換」を図ったと評価した3。しかし，山縣の頑なな
政党観を通して考慮すれば軍制堅持と地方統制が隔たる事はなく，自治へ取り組む動機は必ずしも
「自己転換」を必要とはしないのではなかろうかという疑問が残る。地方制度の形成が「自由民権
運動に対抗して人民的要求の圧服の過程での上からの地方団体の創出の結果に外ならず」4と評価
される通り，山縣は「大区小区制」以来の地方中間支配層の官僚化を進めていたが，右の取り組み
は当時の徴兵制が抱えていた逃亡者の問題を背景にしており5，山縣においては軍事と自治とが無
関係であることは考え難い。なにより，山縣流自治の一大特徴たる中間層の把握による自治統制は
各地方の中間支配層を官僚化することを基盤としたが，官僚の拡大化とは「収奪機構」の拡大に他
ならず，またその収奪とは戦争資源の確保に他ならないのであって，山縣における自治政策は軍制
と別個には評価できないのである。
　この後に山縣は上述の徴兵制における問題を抱えながらも，九〇年になれば国会開設問題にも対
処しなければならないことが明らかとなっていた。山縣は国会が開設されることになれば「人民争
フテ権利ヲ主張シ，併セテ義務ヲ免レントスル現況二陥ル」6というモッセからの助言を受け，そ
こから国民の兵役と担税力をめぐる地方自治の問題が政党との対立焦点となったのである。従っ
て，軍制の拡大・維持が民衆統制と政党排除の問題と結合した結果に，山縣の自治制は地方の名望
家を通じて国民の愛国心の洒養によって国権拡張を企図する自治機構の完成を目指すこととなっ
た。そして右の構想が，八八年の「市制・町村制」，九〇年の「郡制・府県制」の成立となって実
現化しているのである7。
　市制町村制を交付するに際しては，異例的に立法趣旨を述べる上諭が発せられ，さらに長文の理
由書も付して国民の注意を喚起するように努められた。市町村制は，「市長はこれを官選としたの
は，山縣内務大臣の考えによる」8とされる通り中間支配層の把握を基軸に「隣保団結」が推進さ
れ9，また東京・大阪・京都の三市に適用される特例では「居住する者を住民と公民とにわけ，公
3長井，「山県有朋と地方自治制度確立事業」『史学雑誌』第100編第4号，四五三一四五四頁。同論文によって，
　山縣は周囲の者が驚く程熱心に自治へ取り組んでいたことが述べられ，政治経歴の考察から山縣の自治観を
説明しようする試みがなされた。
4賀川隆行「地方改良事業の社会的基盤」『歴史学研究』四〇八号，一九頁。
5岡義武『山県有朋』（岩波書店，一九五八年），三五一三六頁参照。
6『府県制度資料。上巻』内務省地方局編纂（一九七三年），二四三頁。
7亀掛川浩r自治五十年史。制度編』（文生書院，一九八〇年）。右の両制度の草案以降に関する修正作業・内
　容は同書に詳細に検証されている。
8『内務省史。第二巻』大霞会編（一九七〇年），一四八一四九頁。
9「市制町村制」交付に際する「上諭」。「朕地方共同ノ利益ヲ発達セシメ衆庶臣民ノ幸福ヲ増進スルコトヲ欲
　シ隣保団結ノ旧慣ヲ尊重シテ益之ヲ拡張シ更二法律ヲ以テ都市及町村ノ権義ヲ保護スルノ必要ヲ認メ薮二市
制及町村制ヲ裁可シテ之ヲ公布セシム」。〔同前，一九四頁。〕
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民だけが市町村制に参加する権利を有するものとし，権利を有するものは同時に公務に参加する義
務がある」10とされた。さらに，郡制施行と同年に制定された選挙制度における選挙権が直接税一
五円以上であった要件に見る通り，参政権は義務の対価として与えられ，上諭による権威付けによ
って選挙権を国民の「恩賜的」な債務として理解させようとする姿勢が表れているのである。
　従って，自治制度編纂委員長の山縣が「地方自治制度において不偏不党性を前提にその担い手と
考えたのは，ある程度の学識・地位・年齢・財産を兼ね備えた在郷の有力者であった」11のであ
り，つまり山縣の「自治」とは，自ら国家利益を考え理解できる者にだけ与えられた支配権の分配
で，同時に国民が自らの負担において果たすべき国家への義務的な献身であった。山縣は，「山縣
公の自治制制定が憲法に先行して行われるべきである」12との自治優先尊重を主張する内務官僚・
大森鐘一と共に政党排除の傾向を帯びた自治制度を組み上げていく。そして地租改正によって貧富
の差が拡大した後の地方自治には，中流階級に位置する豪農に自治の基盤を求める傾向を帯びた
上，その豪農が専制国家体制の堅持に与する地方官に協力したことから，「抑圧に慣れた民衆」を
教化・統制する性格が現れるようになるのである13。
第二節　自治政策と国民統合の合一点
　山縣はr山公政権』などに見られる通り，政党政治では党派的利害追求にはしるあまり国際情勢
における日本の地位などの国家的重大事に目を向けなくなるという言い分によって政党不信を表明
し続けたが，右の態度は絶対主義内部に大きな対立を生むことになった。山縣は，「明治二十八九
年頃に伊藤と大激論したことがある。〔中略〕軍備拡張の必要がある。軍備拡張には地租増税を遣
らねばならぬ。〔中略〕議院がやかましく言ふなら憲法を中止しても遣らねばならぬ〔中略〕。国あ
っての憲法である。国が潰れたら憲法は要らぬ。」14として伊藤と財源の獲得手段をめぐって対立し
た。右の「大論争」の頃とは，自由党を取り込んだ第二次伊藤内閣が有利な地歩をしめた第九議
会15の頃から，大隈と松方の入閣問題で伊藤内閣が総辞職した後に進歩党を率いた大隈の入閣した
第二次松方内閣が成立する頃までにあたるが，その背景に存在していたのは地租増徴問題であっ
た。この後九八年の第五回総選挙で，地租増徴に反対した自由・進歩両党が憲政党に大合同して最
初の政党内閣が登場した時，伊藤は自ら政党を組織して民党に対抗することを決意するが，山縣は
なお強硬に反対したのである。従って，山縣と伊藤の対立は地租増徴を実現する方途の違いを原因
10同前，一五〇頁。
11阿部恒久『近代日本地方政党史』（芙蓉書房出版，一九九六年），七〇頁。
12前掲『内務省史。第二巻』，一〇〇頁。
13渡辺隆嘉『明治国家形成と地方自治』（吉川弘文館，二〇〇〇年），参照。
14『大正デモクラシー期の政治一松本剛吉政治日誌』（大正一〇年四月五日付），六三一六四頁。
15第九議会では，内閣が野党連合を退けつつ陸軍の増師計画にも異を唱えた。議会終了の後，野党は合同して
　進歩党を結成することになる。〔小山弘健・浅田光輝『日本帝国主義史。上巻』（新泉社，一九八五年），一
　三二頁参照〕。
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としていたと言える。伊藤が政府党の結成を考えたのは，特別議会において地租増徴法案を提出し
たものの本会議において民党に圧倒的多数で否決されたことが切掛けであり，地租増徴の実現以外
には日清戦後経営策上の財政安定が望めないとする考えは山縣と共通していたのである。
　右の後，隈板内閣が瓦解すると，第二次山縣内閣下において山縣閥による政党排除政策が露骨に
展開された。山縣は同内閣において，一八九九年三月に「文官任用令・分限令・懲戒例」を公布し，
勅任官への無試験任用を廃止することで政党からの猟官要求を拒否し，官僚機構の中へ政党勢力が
浸透することを断つ方途とした。陸軍においても元帥府の設置が完了し，現役武官制と併せて内閣
からの独自性を確立していく絶対主義強化策の法的措置がなされた。問題の地租増徴は組閣直後の
九八年一二月の第一一議会において，旧自由党系憲政党の政府への接近・妥協によって一応の可決
を得た。
　一方の伊藤はこの後に立憲政友会の成立を果たしたが，これによって絶対主義体制の内部に旧自
由党員が組み込まれた事もあり，各政党が貴族院と藩閥官僚の双方と対立することになった事も確
定的となった16。またそれに伴い，地租が藩閥と政党との対立点となっていく。
　桂内閣となった一九〇二（明治三五）年一二月の第一七議会では，政友会・憲政本党の両党が山
縣内閣期に提出された地租増徴の継続・永久化法案に反対した。地主からの要求を受けた政友会は
憲政本党と提携し，吏党的性格から農村政党としての位置づけを発揮しつつ，軍拡財源を地租増徴
によらず政費削減によるべき主張にシフトしたのである。その結果，翌〇三年三月に第八回総選挙
が行われると野党が圧勝し，桂は五月からの特別議会で地租案を撤回することになった17。この一
九〇三年の総選挙によって，山縣らは国民の間に自らの存立基盤を確保しなければ軍拡は達成され
ないことを突き付けられたのであり，強力な国民統制が明確な課題となったのである。そして「政
党撲滅論」を背景として，ここから段階的に国民の精神統合を目的とした「山縣閥の自治政策」が
開始されることになる。
第二章　日露戦後経営と平田東助
　第二次山縣内閣の第一四議会における法制強化には一九〇〇年から施行される「産業組合法」が
含まれている。一般に第一四議会は，「選挙法改正」と「治安警察法」に焦点が集まるが，山縣の
改正した選挙法の内容は国税納付者の既定と大選挙区無記名の投票制の他に議員定数を改めたもの
16両派の対立が絶対主義内部の対立から，すぐに藩閥官僚と政党の対立に発展した指摘はこれまでにも既に多
　くなされたが本論が参考にした研究として，〔山本四郎「明治より大正へ」『大正期の政治と社会』井上清編
　（岩波書店，一九六九年）。〕を挙げておく。同論文は，政友会内部の対立を焦点に藩閥や軍部と不断に行わ
　れた政友会の取引・妥協によって規定された内閣を説明しているが，その中で伊藤が貴族院改革と文官任用
　令の改正によって藩閥官僚らに対抗を図り，官僚らは「政党撲滅論」を形成して深刻な対立を生み出した事
　が示されている。
17この間の地租増徴をめぐる藩閥と政党の攻防は主に，〔坂野潤治『明治憲法体制の確立』（東大出版会，一九
　七一年）〕。〔渡辺，r日本政党成立史序説』（日本経済評論社，二〇〇七年）。〕を参考にした。
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で，具体的には郡部においては人ロー三万人に対して一議席，都市部では三万人に対して一議席と
したものである。ここには，議員一人あたりの平均人口が「郡」一三万人を標準とするのに対し
て，人口三万の「市」も独立選挙区として議員を確保することで「日清戦争後の重商主義的な政策
のあらわれ」18を反映した，商工業者の発言を強化する目的が隠されている。同内閣は，表向きは
地租増徴案可決に見るように憲政党と妥協した内閣であったが，成立させた選挙法の改正は地方の
農村を基盤とする政治家に不利に働き，都市市民の発言力を増大させて独自の議会対策を目指した
ものであった。本章では，右の政策意図と山縣らにとっての国民統制上の課題を踏まえ，この後に
展開される地方改良運動を検討する。
第一節　地方自治の予備校・産業組合
　産業組合の成立を主体的に担ったのは，後の第二次桂内閣において内相を務め，法制局部長・貴
族院議員を歴任しながら地方改良運動を推進することになる平田東助であった。平田は，品川弥二
郎の養女となっていた山縣の姪を妻にもつ山縣閥の中枢に位置した人物で，第一次山縣内閣時から
宮中顧問官に就いていた品川と共に活動していた。平田にはプロシア留学の経歴があり，山縣閥へ
の参入も留学で形成された人脈によるもので，特に北白川宮能久親王と桂太郎が留学メンバーに一
緒にいたことから，「早くからこれらの人脈を通じて陸軍閥の総帥である山県と深く結びついてい
た」19とされる。平田の地方自治の構想には君主権を強調するプロシア流のユソカー支配による国
権思想20の影響があったが，平田はその構想を実現するため，一八八一年九月に品川を会長に，桂
・青木周蔵・山脇玄らと「独逸学協会」を結成し思想的活動の拠点とした。
　プロシアでは，産業組合が労働者のストを未然に防止する役割を果たしていたことから，山縣閥
には産業組合が社会主義対策やあるいは賃金底上げを要求する労働者ストの防止策になるとする考
え方が持ち込まれた。従って，山縣の内閣期に同時成立している「治安警察法」と「産業組合法」
とは同義に捉えるべきであり，外からの弾圧のみによらず，組合によって労働者による抵抗・不満
を内部から霧散させる対策法が講じられていた事が指摘されねばならない。このように産業組合は
当初は，山縣閥の社会主義対策の一貫に明確に位置つくのであるが，日露戦争が開始された後から
産業組合政策は平田によって急な活発化を見せ，絶対主義体制の強化策と結びつく。
　都市の民力を背景に成立した産業組合は，日露戦争の最中に中央集権的に組合を指導する「大日
本産業組合中央会」を冠するようになる。同会は一九〇五年二月二二日に「準備会」が行われ，わ
18前掲『内務省史。第二巻』，三〇一頁。
19佐賀郁朗『君臣平田東助論』（日本経済評論社，一九八七年），二二頁。
20ユンカーは，大農場を経営すると同時に上級軍人・高級官僚を輩出する土地所有貴族層で，半封建的な農場
　経営を基盤に第二次世界大戦まで官僚と軍部の要職を占め保守的な軍国主義の基盤となった。また，グナイ
　スト・ブルンチュリに代表される独流国権思想は，ミル・スペンサー・ルソーに代表される英仏系の自由民
　権思想を否定する。
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ずか二週間後に慌ただしく成立するが21，会長を務める平田は「どうしてもまず中央からして仕事
の基礎を固めて，さうして地方に中心点をつくり〔中略〕下から上，小から大に及ぶ自然の発達に
反対して上から下に及ぼす主意で右の中央会が生まれたのであります」22と述べて，産業組合を発
展させるためには中央組織の設立が急務である主張を行っていた。また，平田は「西人曰く産業組
合は地方自治の予備校なり」23として産業組合を自治要請の下地として位置付けた上に，さらに
「本会ハ教育勅語ノ聖旨ヲ奉戴シ，産業組合ノ精神二基ッキ，国民ノ徳風ヲ養成シ，富力ヲ増進
シ，自治ヲ扶養ス」24とも述べ，産業組合が「教育勅語」の方向性と合致する「共存同栄」を体現
する支配体制機構として機能する事を主張したのである。右の主張は，山縣閥に望まれた政党や議
会の影響を受けない地方自治機構・国家行政機構の企図に寄与する計画との連動であり，社会主義
対策であった産業組合が議会対策を含んだ地方行政支配策に進化したことを示している。
　産業組合が山縣流の自治政策と結合したことを確認する際，平田の模範とするプロシア教育制度
の性格を踏まえねばならないが，その観点からは平田の述べた「予備校としての産業組合」に注目
し得る。プロシアには身分制度にともなって，義務教育の主要な担い手となる民衆学校に並存する
形で中等学校が存在したが，民衆学校での修学年数である八年の内の義務修学年数は四年で，五年
目からは民衆学校での修学を継続する者と中等学校に進学する者とに別れていた。これが次第に民
衆学校とは別の中等学校への進学コースとして，中等学校に付属する「予備学校」が登場すると，
そのために民衆学校には通わない層が登場する。この「予備学校」は，高額授業料とともに「程度
の低い民衆学校教育を嫌」う中等学校進学希望者を吸収し，民衆学校を全く経由しない「エリート」
を輩出した25。つまり，平田において産業組合は自治におけるエリートを輩出する教育機関なので
あり，そのエリートとは先述の山縣による「自治運用の訓練を通して政治的教科を積んだ」国益を
理解できる国民，即ち山縣流の自治に理解・協力する「担い手」を指す。だからこそ，産業組合が
自治発展に必要不可欠な「予備校」であるとした平田は，「教育勅語」と「中央会」に故意に関係
性を持たせているのであり，日露戦争後の産業組合には民衆に政党・政治への関与がないよう警告
する役割が負荷されたのである26。
　右のように産業組合には政党排除の性格付けが行われたが，しかし，日露戦争が終結すると山縣
21日露戦時中であった「大日本産業組合中央会」成立の時期的背景には，上述の「準備会」の前日である二月
　ニー日に衆議院本会議において提出された全国農事会の「農会法案」が原因していることが考え得る。
22『第二回産業組合講義録』大日本産業組合中央会，（一九〇五年），八〇〇一八〇一頁。
23「創刊之辞」『産業組合』第一巻一号，（一九〇六年）。
24「大日本産業組合趣意書摘要」r産業組合』，（一九〇六年）。
25望田幸男「義務教育」『講座世界史4』歴史学研究会編（東京大学出版会，一九九五年），三三一頁参照。
26稲田正次氏が，山縣の「山田顕義および芳川顕正宛書簡」から，第一次内閣を組閣した山縣が政党による論
　争発展と，民間の熟度が増し惨状を呈するという危惧をもったことから，芳川と共に「儒学の援用によって
　忠を創生する教育勅語」を作成したことを説明する〔稲田，『教育勅語成立過程の研究』（講談社，一九七一
　年），一五八頁〕。また，〔梅渓昇『教育勅語成立史』（青史出版，二〇〇〇年）。〕でも同様の見解がなされ，
　「教育勅語」が国民を政党から隔離する目的を含んだことが指摘される。
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閥と政友会の関係には変化が起こった。地租をめぐって対立した双方は共に，非常特別税の維持に
関して国民の間に発生した廃税要求に対処する立場となったのである27。これには米価の低落が背
景となっており，地主が輸入米の関税引き上げと地租の引き下げを要求するようになったが，政府
（第一次西園寺内閣）は軍事費の増大を賄う必要もあったため間接税増徴による負担の大衆転嫁を
図った。すると今度は間接税の増徴がブルジョアや商工業者の利害と対立し，ブルジョアは全国商
業会議所と投合して増税反対の反政府運動を展開したのである28。右の経過から，山縣閥による国
民統制は支持基盤の獲得を政党と争うより，むしろ戦後経営策と軍拡を支える忍耐強い担税者の養
成を目指さなければならなくなった。
　伏見信孝氏は産業組合の役割を中産者の統合把握の視点から説明し，産業組合は「とくに日露戦
争後にいたるや，そのスローガソの内容にはさらに下層の農民を中産老化するということが加わっ
てくる。〔中略〕帝国主義的体制の構築には全農民の統合把握が必要であったことはいうまでもな
い。産業組合法の改正もこうしたことの反映である29」とし，一九〇六年から規制緩和された信用
組合の他事業兼営が農事改良との結合を可能にし，〇九年の参加資格の緩和によって貧農を取り込
んだことで産業組合が中産老・小産者の把握統合を目指したと説明したが，本稿は右の説明に政友
会とのバラソス変化と関連しながら，山縣閥にとっての「担税力」の必要性に変化が生じた事も一
要素として説明を加えるものである。また，中産者保護を担う産業組合は，必然的に土地所有によ
る利益増大を図る地主と，生産拡大を直接に担う中・小産者との間に矛盾を生み出すが，それにも
関わらず平田が産業組合を下層にまで拡大しようとしたのは何故なのか説明されてこなかったが，
山縣閥における平田の経歴と役割を重視する本稿の視点では，これは中産者が自己の発展を抑制す
る存在として地主を捉えた場合に彼らは小作争議の指導者に成り得るが，平田の描くプロシア流の
産業組合は争議の調停を果たす存在だったのであり，産業組合は中産老保護・農村支配・生産向上
を矛盾なく進められると考えられたためである。即ち，プロシアにおける労働争議の調停を先例と
して，平田らは日本の農村における小作争議の調整効果を組合制度に期待した。「日露戦争後には
産業組合を通じて農業保護政策が強化され「社会政策的農政」の進展が始まる」30とされるのも，
27江口圭一「1914年の廃税運動」『大正期の政治と社会』井上清編（岩波書店，一九六九年），参照。本書によ
　って日露戦争後からシーメンス事件の起こる頃まで政友会が藩閥官僚と共に廃税運動に対峙する必要があっ
　た事が説明される。
28寄生地主制の定着は農工業の不均衡を発生させ農業内部の矛盾を顕在化させた。右を前提に一九〇八年の恐
　慌と〇九年の豊作とが共に米価の低落を引き起こすと，地主は輸入米の「関税引き上げ」と「地租引き下げ」
　を要求するようになる。しかし，右の二つの要求は共にブルジョアの利害と対立したためブルジョアは全国
　商業会議所を基盤に政党に圧力をかけるようになり，ブルジョアの利益を代表する政党と政府とが対立する
　事態となった。〔小山弘健・浅田光輝，前掲，二〇四・ニー一一ニー二頁参照〕。
29伏見，「日本産業組合の展開について」『日本史研究』一一七号，四三頁。同論文は，米穀販売の事例を通し
　て産業組合による流通過程把握の実態を検証しており，産業組合が地主支配体制の整備確立を目的として官
　僚層の強権的主導性のもとに展開されたことを説明している。
30前掲『内務省史。第二巻』，四五八頁。
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上述の一連の背景を負っているためである。そしてこれらの政策構想の延長上に，国民を養成する
方途として展開される「地方改良運動」による統制政策が現れる。
第二節　地方改良運動の諸前提
　地方改良運動に関する研究は，資本主義確立過程の研究や近代農業研究史および地主制について
の多くの蓄積とともに発展してきている。研究史の大観としては，地主を頂点とする共同体再強化
と評価した大島美津子氏31や「動揺した村落共同体の再編運動」と位置づける石田雄氏32らの見解
と，地方改良運動を資本主義の農村への浸透過程と捉え「近世的村落共同体」説を否定していた佐
々木隆爾氏33や「地方改良運動では日露戦争後という国際背景を考慮する必要があり，また強い天
皇制支配のアピールは単なる財政問題の解決では片付かない」として，日露戦争を契機に展開され
た「旧共同体を破壊し国家のための共同体を創造」する運動と評価した宮地正人氏34らに見解の相
違があった。
　その後右の相違について，賀川隆行氏が石田氏に対しては「国家の要請と人民の要請」と「寄生
地主と小作農」の矛盾を見るべきで，町村の二重構造を村落社会の基礎として捉えなおす必要が有
り，宮地氏に対レては，地方改良運動は自治の再編を目的としているため「国家的要請による村落
解体」では不十分であるとした35。また，筒井正夫氏も地方改良運動は天皇制社会基盤の形成過程
の中に位置づける必要があり，運動の中で如何なる「新たな支配原理」が展開されたのかを見るべ
きとして問題提起している36。
　他には，有泉貞夫氏が地方の利益誘導の欲求と政党による制御から地方改良運動の影響を分析し
ており，地方改良運動が村落生活の解体を進めたものの再編成・結合は達成されず，地方利益の欲
求を発生させる結果となった一方で，それは政党の活動領域を広げる結果にもなったと評価し
た37。さらに，日露戦後の地主制の瓦解を踏まえて地方改良運動から農村家族経営を分析し農商務
省の副業奨励政策に着目した大門正克氏によって，地方改良運動が近世的農村習俗に近代的「新し
い生活リズム」をもたらした事や「サーベル農法」が旧慣との歪みに拍車をかけた事が明らかとさ
31大島，「地方財政と地方改良運動」r郷土史研究講座。第7』（朝倉書店，一九七〇年）。
32石田，『近代日本政治構造の研究』（未来社，一九五六年）。
33佐々木，「日本軍国主義の社会的基盤」『日本史研究』七一号。同論文は，絶対主義的官僚・地主・ブルジョ
　ワを天皇制支配の基礎と捉え，府県官僚や行政措置に依存して地主制を維持した軍隊が農民に依拠して支配
　を貫徹させた事を述べた。
34宮地，r日露戦後政治史の研究』（東京大学出版会，一九七三年）。同書の地方改良運動に関する研究は〔「地
　方改良運動の論理と展開（一・二）」『史学雑誌』第79編第8－9号〕が基礎となっている。
35賀川，前掲。同研究は天皇制権力にとっての自治問題という視角から，直接の政策対象からもれている村落
　下層が内務官僚の政策意図とどう関わったかに着目し，財政問題を背景に寄生地主制の発展を説明する。
36筒井，「日本帝国主義成立期における農村支配」『土地制度史学』一〇五号。静岡県を事例に軍需産業の利益
　誘導にみられる地域支配者の新たに作り出した秩序を分析する。
37有泉，「明治国家と民衆統合」r岩波講座日本歴史17近代4』（岩波書店，一九七六年）。
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れ38，森岡清美氏によって，地方改良に先行する神社統合のモデルケースが三重県に存在した事な
ども明らかとされている39。これらの蓄積は見解の相違を含みつつも，地方改良運動が経済的・政
治的・思想的支配を展開することで農村へ影響・支配していた事を説明してきており，日露戦争を
契機として「勤倹貯蓄」「道徳心育成」「公共心育成」を目指していたことや，学校や神社を回路と
して国家官僚による地方自治の把握と国民強化を進めたことを説明してきたのである。
　以上の研究史上の成果を踏まえると，地方改良運動は，日露戦争が一方で日本の帝国主義体制の
形成を促進させながら，他方では全国的に難村を発生させたため，それを原因に増大した財政負担
の解決と民心強化を促すための政策であったと理解できる。そのため国家官僚らは右の財政問題と
民心強化の二つの目標に取り組む事となったが，実情としては日露戦後に膨張した国税が地方税と
なって各町村を逼迫し，町村収益は全くそれに伴わないというもので，この目標と実情の差異を埋
めることが課題となったのである。従って，解決の方途として企画された地方改良運動の方向性
は，帝国主義段階に相応しい財政的・人的基盤としての農村を強権的に創出する事に向けられ，膨
張する国家財政の負担は地方財政へ転嫁される事となった。そして，日本が帝国主義列強に匹敵す
るよう発展すべきであり，そのためには全国民が協同一致の体制を構築するべきことを皇室の正統
性とともに主張する旨が「戊申詔勅」として押し出されるが，これは以後の慢性的に存在する地方
財政の危機への覚悟を促すものであった。
　「戊申詔勅」は労働争議・小作争議にみる社会主義の浸透を背景として平田が起草したものだが，
その源泉には「国事を司令する君長の所為と是に従う民衆の補翼とに由て生す」るという「共同心」
の発芽が必要との考えがあり，山縣の地方自治理念に合致している40。「戊申詔勅」に教唆された
方向性は，各地の郡書記・町村長および助役・収入役・町村書記ら「中間支配層」を構成員とした
「地方改良講習会」（第一回は一九〇九年七月一一日～三一日まで開催）において確認され，町村行
政の中枢を為す彼らは講習会によって教育されることで「戊申詔勅」を実行する各地の指導者とな
った。つまりは平田の指揮の下に内務官僚が町村行政の担当者や監督者に対して直接指導を行な
い，自治の「担い手」を育成したのである。それは「地方改良運動の要点をくまなく町村に浸透さ
せようとしていることが明白」であったと評価されるように41，講習会を通じて平田らの意図が下
38大門，「農民の生活の変化」『講座世界史4』（東京大学出版，一九九五年）。
39森岡，「明治末期における集落神社の整理」『東洋文化』40号。
40平田の「共同心」と自治についての考え方は，平田の邦訳により出版された国家有機体説に基づくブルンチ
　ュリの著書『国家論』によって確認される。同著では，国家の創立は家族・村落から民族た至る過程で民心
　に共同体の一部としての自覚を発生させ，「共同心」が「立国心」に至るに従って国家を創立し「活動合一
　の国民」となることを目的とするが，「立国心」の成熟には時間が要るので初期には武威を以て治め，次第
　に人民も長育に伴い国務に参与させるべきとしている。また自治制については，共同・公益に尽くす「徳義
　心」・「義務心」が必要とした結果に「貴族・学識ヲ具ヘタル中等以上」の老が担う事が良いとする。〔『国家
　論』平田，訳述。（春陽堂，一八八九年），四五一四七・三二六頁参照〕。
41宮地，前掲，三一頁。同書では戊申詔勅の換発を町村における「生産発達による富国」「教育普及による国
　民の掌握」「国家財政の基盤としての町村財政の確立」を遂行するための契機と位置づける。
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達され，「公共心」を担うべきことが強調されていく。また講習会は，内務次官・一木喜徳郎によ
って「選挙区なり選挙人なりに於ける特別の利益は，たとひ国家一般の利益と抵触しても，必ずそ
れを議会に於て主張しなければならぬといふ考え」であるため「利益代表」などという考え方はこ
れを「自治制の外へ全く駆逐しなければならぬ」42と述べられた事に見るように政党排除の性格を
帯びた。
　町村把握の具体的手法としては国家と自治共同体との関係づくりに傾注しており，日露戦時の重
課により村税滞納が噴出する中で滞納を未然に防いだ功績のある者を町村吏員（収入役）として選
ぶ事で43，自治への監督・指導を強化している。内務官僚は自ら渉養成した吏員らの存在を国家側
ではなく町村側の人材であると理由づけ，彼らの存在を根拠に町村内部に「自発性」をもって自身
らの町村把握を達成させようとする者がいると説明する事で町村を掌握するのである。この手法
は，国家による村落改変の成否の分かれ目が「人」を得るか否かに依拠するという性格を生み出し
た。そのため地方改良運動は強権的に進められるほどに「担い手」を必要とし，その点において平
田が期待したのは先の「産業組合」と，自発的篤志家集団としての「報徳社」の存在であった。
　平田は岡田良平と共に発起人となって「中央報徳会」を立ち上げ，産業組合中央会と連動させな
がら報徳思想を宣伝していく。中央報徳会は，町村の教化活動として政争・階級闘争を否定する非
党派性を強調することを目的に“，在郷軍人会，赤十字社，納税組合，産業組合会等の設立育成を
行った。平田は報徳主義が「協同一致」と「経済と道徳の調和」を為すと述べているのだが45，こ
の主張に基づいて産業組合設立の推進は報徳思想の宣伝とともに進められ，二宮尊徳の自己規律に
よる貧困の自力更生が思想に昇華された。そして，破綻に落ち入った村落に対して自発的努力によ
る再建の必要を説明する報徳社は，道徳的説得力を有する「改良の担い手」に位置ついていくので
ある。
　一方で，地方自治の理念として明文化された戊申詔勅は，次第に正統性を伴う「権威」として活
用され，そのもの自体が「伝統性」を帯びていくようになる。日露戦後にはその背景に，財政・農
村没落・貧民の都市流入の諸問題が加わった事から，産業組合には貯蓄を励行する金融機関として
の役割が増大する。これは中産階級を支配の末端に組み込んだ産業組合が組合員を組織して資金を
融通することで村落の没落に歯止めをかけようとした試みの結果であったが，一九〇九年五月にな
ると平田によって道徳と勤倹の結びつきは，一段と強固になり以下の訓示となった。
42「地方改良事業講演集。上巻」『地方改良運動史資料集成。第4巻』内務省地方局編纂。（柏書房，一九八六
　年），一六一七頁。
43宮地，前掲，八ニー八四頁参照。
44前掲『内務省史。第二巻』，四三五頁。
45〔平田，「産業組合と報徳主義」『報徳の真髄』留岡幸助編（警醒社，一九〇八年），一〇五頁〕。および，
　〔「産業組合と報徳主義」『埣励録』（実業ノ日本社，一九一三），五十九頁〕参照。
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「全国民ノ余資ヲ集メテ之ヲ活用シ以テ地方振興ノ事業二資セソト勉メサルハアラス今ヤ我邦
ハ世界ノ大勢二伴ヒテ国運発展ノ道ヲ講シ文明ノ恵澤ヲシテ全国二普及セシムヘキ秋二方テ上
下心ヲーニシテカヲ鐵セテ勤労ノ風ヲ興シー一・」46
　平田の「貯蓄倹約」の励行は，家の財産が増加すれば資を国家に投ずる事につながるという理屈
だが，これによって産業組合は帝国主義的発展の基盤の一角を為す性格を帯びた。それは「天皇制
国家の要請を主体的・自発的にうけとめるということは，報徳社員にあっては，国家の法律即国民
の倫理・道徳とならねばならない」と解釈されていた様に47，産業組合設立の推進が報徳社を媒介
に天皇を頂点とする絶対主義体制を支える事に結びついたからである。そして，この理屈を受け入
れた自作地主・自小作上層が仲介役を担って地方改良運動が進められていくことになる。
　報徳社が養成する「公共心」は，国家の要請を明確な国家意識に基づいて確認することができ，
さらに主体的に町村内部に要請を浸透させることができる精神であったと言えるが，この意味する
ところは，国民に基盤をもたない内務官僚が町村と連絡・掌握することを可能にする媒体として報
徳社が存在したのであり，報徳社によって担税に対する忍耐が「道徳的言語」に換言されて説明さ
れたという事である。従って，産業組合と報徳社の相補関係は，それまでの「自治が民衆自身の負
担による義務として進められる」山縣閥における平田の自治構想から生じた特性として理解できる
のである。
第三節　地方改良運動にみる国民統合政策
一、「戊申詔勅」から「感化救済事業」へ
　これまでに述べてきた，思想統制によって財政問題解決を図る町村統合は内務省においても特に
平田の危機感に根さしていた。「戊申詔勅」発布を天皇に要請する際に内相の平田は閣議において
了承を求めたが，斉藤実によればその時の平田は「世間ハ非常二悪化シテ至尊ノ御威光ハ外ニハー
モ便ルベキモノナキヲ思ワシムルニ至レリト泣カンニ計リ訴へ」48る様子であった。平田ら絶対主
義官僚にとって，日本の列強入りを果たした日露戦争はその後の経営課題に「一等国」としての内
実を伴わせる必要を組み込ませた。つまり列強との対抗が現実化され，日本の植民地支配を確保す
るための基礎構築に迫られたのである。そこで平田は内務省の役割として，国民統合を強く意識し
た教化策を発想するが，日露戦後の国民には「勝利」後の安堵感が見てとられ，この差異が発生し
ている事に危機感を抱いた。そして，戊申詔勅の「効能」を確認する間もなく「大逆事件」が発生
したことにより絶対主義官僚らの危機感は一層煽られることになった。
　「大逆事件」より約二ヶ月後の一九一〇年七月下旬に，平田は内相として桂首相に対して社会主
46「内務大臣演示」r宮城県庁文書議会等会議関係，明治四二年。2－0076』。
47宮地，前掲，一一一頁。
48『子爵斉藤実伝。第二巻』（一九四一年），八七頁。
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義対策に関する長文の建言書を提出しており，今後の政府がとるべき「社会主義運動対策」が述べ
られた49。「共同心」育成を企図する平田が提案したのは，民心に影響力を及ぼすことで社会主義
運動を事前に「予防」する方途を模索する事であった。その中では教育問題をとりあげ実業教育・
補習学校・夜学校などの社会教育の普及，校長・教員の人格や思想の健全化とそれらの生徒にたい
する精神的感化力を高めることの必要を強調した。さらに感化救済事業や地方改良運動を組織的に
推進し，各種産業組合や斯民会・報徳会・青年会などの活動を助長することで，「共同心」の内面
化を指導しようとするのである。
　また将来の政策課題として，施薬院と職業紹介所の創設，浮浪者などの強制労働所の創設，郵便
貯金による小額の保険制度をつくることなどの多面的な社会政策も提案しており，同時に社会主義
の排除策として社会主義者に対する専任の警察官をおくこと，偵察・監視の強化と転向策の採用，
社会主義関係図書の秘密入手の取り締まりや図書館・貸本屋・書籍縦覧所・巡廻文庫などから関係
図書を排除することなどをあげている。これらの民心の内面における「予防策」と実社会における
「駆逐策」は即ち，地方改良事業に感化救済事業を組み込むことで，社会福祉を含めた国民統制策
によって社会主義弾圧政策を従前よりも増強する方針をたてたのである。この平田の構想は，翌年
五月の恩賜財団「済生会」の設立となり，同年八月の警視庁内における特別高等警察の創設となっ
て実現化した。そして，平田ら内務官僚はさらなる教化の実をあげる為に報徳思想を宣伝する手法
の延長上に学校教育に着目するのである。
二、学校教育による地域統制
　日露戦後における各地の村落には，いくつかの点において共同体としての機能麻痺状態が見られ
た。町村税の負担増加によって発生した下層民の税滞納の増加に並行して，名望家の寄生地主化や
村外への人的物的流失が進んだ事が原因である50。この対応策の一つは，国民教育の拡充によるイ
デオロギー的統合を企図する義務教育延長であった。笠間賢二氏は，井上友一を主として内務省が
地方経営の成否を「公共心」に求めていた事を述べている51。井上は自著において，自治の目的を
「国体の補強」と捉え，市町村制を前提とした「国家欽定の自治」論を述べているが52，「戦後八大
強国の一つとなった以上はもし金がなければ，急いで作るより外はありませぬ。規模の点において
49『日本内閣史録2』林茂・辻清明編（第一法規出版，一九八一年），八三頁。
50機能麻痺の原因には，肥大した地主が小作料の収入を都市へ持ち去ること。都市から帰農しても遊民化する
　学校卒業者の発生したこと。商品経済の浸透に対応できない小作人層が村外へ流出することなどが挙げられ
　る。〔「農政及農会」r日本農業発達史5』農業発達史調査会編。（中央公論社，一九五五年）〕参照。
51笠間，『地方改良運動における小学校と地域社会』（日本図書センター，二〇〇三年），四ニー四四頁参照。本
　書は地方改良運動によって小学校と教員にどのような影響が及んだかを実証的に明らかにする事を目的に宮
　城県と群馬県の事例を検証している。
52井上友一『自治要義』（博文館，一九〇九年）。同書においてグナイストらのプロシア自治制を模範とした
　「国家が率先して民に与える欽定自治」が説かれる。特に第三章「自治之本義」参照。
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今日及ばなければ，精神の点に於いて，むしろ急がねばならぬのであります」53とも述ぺており，
国家負担ではなく町村自身の負担において自治制度を確立させたい意図と，列強を背景に抱いた危
機感とを平田と共有した人物であったことが解かる。この両者によって，学校を「公共心」訓練の
場として位置付ける発想は地方長官会議によって府県から町村へと及んで，小学校教員の動員が実
現されていく。そして，教員には模範者として郷土を教化する役割が与えられ，「道徳の酒養」と
して倹約生活が励行された。右によって，地方小学校は中央の求める村落の生活様式と報徳意識の
形成のために地方改良講習会と同様に教化活動の装置として機能するようになり，学校教員が郷土
の指導者となった事は地方改良による地域的課題と学校教育目標の合一をもたらして，「倹約励行」
に説得力を増すことになった。
　義務教育の延長は一九〇六年から考慮されたが54，実施にあたっては「南北朝正閏問題」に見る
通りに教科書の改訂が国民統制上の問題として浮上した。その結果が教科書においての「祖先崇拝」
と「家族間の義務と道徳」の強調であった事からは，「家族主義」的説明を基とした天皇制支配体
制の構築が方向づけられていることが確認され，さらに平田の要請する「共同体」を創生するため
の教化という観点で学校教育を検討すると，教科書の他にも「学校行事」という形で一貫した訓練
を与えていることが解かる。
　学校教育における統合政策については既に詳細な分析があるが55，その中では一九〇〇年の「改
正教育令施行規則」による試験の廃止と入れ替えに登場した「学芸会」によって，知識獲得を目標
とした競争主義から「平素の授業の成績をそのままの形で公共の場で演じ，国家が一旦緩急のある
場合，いつでも帝国日本のために身を投じうる人物」を養成する事に方針転換が果たされたことが
述べられる。また「明治四〇年前後には，各小学校において，教育勅語を範とする教育の“系統表、
が作成され，校則，校訓，校歌が制定され，学校の組織化が国家主義路線の下に進められて」お
り，愛国的人物を記念するものや軍事的記念日にまつわる儀式が挙行されるようになっていった事
が明らかとされている56。さらに「戊申詔勅」発布後は詔勅も儀式ッールとして活用され，町村民
を小学校に集合させて奉読を行ない57，その際の学校教員は詔勅の精神を伝播する役割を担った。
「戊申詔勅」は共同心や公共心の浸透を目的としたが，同時にその活用によって平田・井上の計画
した「自治育成の教化の場」として位置つく学校と「郷里の指導者」として規定された教員が実在
53前掲「地方改良事業講演集。上巻」，八一頁。
54文部省は一九〇六年十月に小学校の義務教育期間を四年から六年に延長する小学校令一部改正案を閣議に提
　出し，一九〇八年より実施に至っている。
55山本信良・今野敏彦r近代教育の天皇制・イデオロギー』（新泉社，一九七三年）。同書は，教育展覧会・学芸
　会・運動会といった学校行事の全てに天皇制イデオロギーによる児童の洗脳を確認し，特に明治後期の「臣
　民養成」を目的とした行事において児童の組織化がなされた事を明らかにしている。
56山本・今野，同前，四〇八頁参照。
57笠間，前掲，七七一七九参照。また，喜多村理子氏も「行政村を精神的に統合する核」として神社と小学校
　とが機能したことを指摘しており，大きな集会所などのない地域では「地方改良講演会」が小学校で開かれ
　ることが多かったと述べる。〔喜多村，r神社合祀とムラ社会』（岩田書院，一九九九年），一〇〇一〇一頁〕。
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化されたのである。右の儀式化した精神統合は，即ち「舞台化された学校」と「恩賜の儀式」によ
って道徳心を内面化させる手法が地方改良運動における学校統制を通じて行われていった事を示し
ている。
三、通俗教育への着手と展開
　小学校の活用と教員の動員を進めた一方で，絶対主義官僚は通俗教育においても「担い手」の養
成を計画した。日露戦争終結直後に文部省内に通俗教育に関する調査委員会が設置され地方青年団
体の改良が課題とされたが，有泉氏によれば「青年会および従来からの若者組に官僚や軍部が注目
するようになったのは，かれらの日清・日露戦時の後援奉仕活動によってであった。内務・文部官
僚たちはこれに二重の意味で注目した」として，一つは「若者組」の活動が自発的活動であった事
と，もう一つは小学校教育を拡充しても「若者組」が従来のままであったなら卒業児童は成人する
までに旧来の悪習に染まり指導の成果が無駄になる事の二つを理由に，官僚が村落の青年層の教化
に着手したことが述べられる58。
　通俗教育を担ったのは主に岡田と井上で，両老は「日露戦後は益々国民一人が強固な国家意識を
もつことが必要」であるとする危機感を共有したが59，この背景には第二次桂内閣の文相・小松原
栄太郎60の影響があった。自著r教育論』においても語られるが，小松原の政策は「露の報復戦争
に備えることから軍事・外交での財政膨張は免れず，内政にも必然的に膨張が及ぶ」事を基本認識
とし，その対応策とは望ましい教育者の配置と教育施設の改良，交通設備を産業発展の重要要素と
認識し内政事務の費用も増加するという内容であった61。ロシアの報復を想定する点で小松原のさ
らに背後に山縣の影響を窺えるが，ともかく計画の達成のためには膨張する財政を国民が負担しな
ければならず，共同体として一致した体制と精神が永続的に展開させられていかねばならないので
あり，岡田と井上の危機感もここに根さしていた。しかし，村落の財政負担は〇七年の「小学校令
改正」によって必要となった校舎・教員住宅新設から，既に村税を末端で担う小作農にまで負担転
嫁の連鎖を及ぼしており，学校教育は高修学率と共に財政を悪化させていた。このため学校教員に
よる倹約励行だけでなく，農事改良による生産力向上が必要となったことが通俗教育への着手に結
びついたのである。
　官僚らは従来の青年会に「素行不良，労働意欲の無さ，団体同士の嫉視反目，祭礼時の風紀素乱
・乱交」などを分析し62，青年団体を天皇制イデオロギー浸透の障害と認識していたが，若者を国
58有泉，前掲，二四〇頁。同時期に各地の村落では若者組の活動が活発化し始めるが，背景には出世や成功を
　望んで都市へ遊学する富裕層の子弟らに取り残された在村青年らが自己形成を目指したことがあった事を説
　明している。
59宮地，前掲，四一五頁参照。
60第二次桂太郎内閣の文部兼農商務大臣。文部次官が岡田良平である。
61小松原，『教育論』（二松堂，一九一一年），一四頁。
62宮地，前掲，五三一五四頁。
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家の要求する町村諸事業の補助者に一八〇度転化させる方針を立てることになった。それは国家の
側が指名した人物を「指導者」とする事によって「自発的に国家の要請に応える自治」の体現者を
創出する事を示し，つまりは山縣流の市町村把握の方途を「青年会」にも適用させたのである。こ
れが平田によって地方長官会議で訓示されることで「最も訓育指導」し得る人物を指導者にする
と63，青年会は会長を町村長が，副会長を小学校長が務めるようになり小学校教育と連結した。教
員が「指導者」となることによって学校目標と地域課題が統一化されたことは先述したが，ここに
青年会も組み込まれることによって，さらに国家意思が町村に行き亘るルートが補強され，学校教
育と通俗教育は合一したのである。これより在村青年による青年会は，「小学校→青年会→兵役→
結婚」という地域での人生を近代的で理想的なモデルとしてアピールしていく。
　また優良教師を育成するために，功績者としての教師の選抜・推奨が一九〇五年に開始され県毎
に行われていたが，地方改良運動期になると採択の基準は「学校教育だけでなく青年や町村民教化
にも実績を上げた者」・「学校教育の効果を上げるため父兄等の教科啓蒙に努めた者」64となり，教
師の優良事績と町村事績とが「顕彰システム」によって同一性を帯びるようになる。優良教員には
教育功績状が授与されたが，「教育功績状の褒状紙にわざわさ宮内庁の勅許を仰いでr菊花の紋章』
のあるものを用い，あたかもそれが天皇の思召によるものであるかのように印象づけていった」65
上で，さらに功績状の伝達交付を「紀元節」に行った。右の意味するところは優良教師として選奨
される人物が地方改良運動に沿う事績を成した者であり，またその功績が「恩賜」によって報いら
れるということである。そうして最大栄誉を与えられた各郷土の「模範者」たちは教育雑誌に採り
上げられ，読者には皇室権威と共に理想の教育者像として国家目的に対する全一的奉仕（自発的に
服従と協力をする）体制の「担い手」の実在が披露されていたのである。
四、神社統合と農村の時間支配
　地方改良運動では神社の合祀統合も大きな要点となっている。神社整理推進の全国的表明は一九
〇六年四月に財政問題を理由として原敬が地方官会議において訓諭したことに始まるが，〇九年に
桂内閣下で「一村一社政策」になり国家による神職の養成が検討されると，五月の「内務省令第一
一号」を境に，財政から村民の習俗へと観点が移っていった66。この事は一〇年四月の地方官会議
で平田が，「万一基本財産ノ有無ノミヲ以テ直二維持ノ難易ヲ定メ，是ヲ唯一ノ標準トシテ神社ノ
存廃ヲ決セソトスルカ如キコトハ，往々ニシテ神社ノ実情二適セサルノ憾ナキヲ保セス」67と訓示
63明治四四年四月の平田内務大臣訓示。「郡市長会議二関スル書類。ウー36」『群』明治四十四年五月。
OO笠間，前掲，一四ニー一四六頁参照。また同著により，優良教師の選奨は文部省が行っていたが選定以前に
　県からの内申があり，文部省は県あるいは県を統括する内務省の意向を尊重して選定していた事が確認され
　る。
65笠間，前掲，一七三頁。
66『皇典講究所五十年史』（一九三二年），二五七一二六〇頁参照。
67岡田包義『神祇制度大要』（政治教育協会，一九三六年），三一四頁。
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したことからも，西園寺内閣下での原敬が財源を問題に神社統合を進めたのに対し，平田は神社の
求心力を問題にしていることが説明できる。有泉氏は，内務省地方局が地方改良運動の宣伝資料と
して編纂していたr地方改良実例』（一九一二年）に神社統合によって部落有財産統合が円滑に進
んだ例が紹介されていることから，部落割拠の精神的拠所を奪うことで精神統合を果たす方途とし
ての神社統合を説明している。神社統合が社殿や敷地の統合のみを目的としたわけではないことは
明らかで，全国の神社祭典や祝詞を統一化することによって氏神・産土信仰は皇室の祖先神を頂点
とする体系に取り込まれ，土着の信仰が息づいていた村落の生活習俗を改変して「天皇制国家への
一体感を町村民に日常的に感覚させるようなあらたな生活の秩序とリズムを作りだすこと」68が目
指されたのであった。
　従って，神社統合は平田らの推進した改良運動において為された規律的な農業生産と結びつき，
農村に新生活をもたらすよう方向づけられた。農事改良事業では，種籾の「塩水選種法」69や施肥
の方法が導入されて旧慣・風習は退けられ，近代的学理が実際の収穫に効果のある模範とされた。
また，暦についても農村では農業労働の周期と深く結び付いた陰暦の使用を続けていた地域が多か
ったが，地方改良運動で太陽暦が励行されると「サーベル農法」と共に「新しい生活リズム」が押
し付けられ，「時間励行」が「徳目」の内に含まれて農業労働に「規律」が導入された70。これら
の時間支配は，天皇制理念を源泉とした国民の休日を基軸に活動する青年会を通じて年中行事や催
事に組み込まれ，国家理念を包摂しながら農村に浸透したのである。
　以上のように，地方改良運動には従来の町村に平田らの要請する「公共心・共同心」を加えるこ
とで，自身らの管理し得る共同体に再編する政策意図があった。そして，その為には天皇制国家理
念に基づく「共同体意識」が必要視されたのである。結果として平田らの意図した「戊申詔勅」以
来の「経済と道徳の調和」を説く民衆教化は，学校や青年会を通じて生活改善として農村に影響し
たのである。
おわりに
　これまで見たように，地方改良運動として実施された平田を中心とする山縣閥官僚が方向づけた
国民統制を分析したが，そのなかで本稿が確認しておくべき事として，平田らの支配の手法に見ら
れる以下の傾向が挙げられる。先ずは国民統制における公共・福祉事業の重視である。小松原の場
合には公共事業は戦争計画を充実させる目的の提案であり，その際の「交通設備」とは軍用道路や
廠舎の建設も含んでいる。教育機関の拡充も右の観点から提示されており，「望ましい教育者」の
68有泉，前掲，二三七頁。
69塩水選種法は種籾の不稔種子を分別する方法で，「農作物選種法中最も簡易にして且効果の大なるものを塩
　水選法と為す」として称賛された。明治四十二年十月に農商務大臣・大浦兼武の名で福岡県筑紫野市農業総
　合試験場前に「塩水選種記念碑」が建立され現存している。
70大門，前掲，七九頁参照。農村の労働時間の変化には副業として養蚕が奨励された事も原因している。
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働きかけにより軍用設備も地域町村の財政によって賄われていくのである。それから，国民を動員
する行事（儀式）が新設されると紀元節や記念日という国家権威と結合した時間規律を伴って挙行
されている事も挙げられる。これには，農事改良で励行された近代学理にも同質の傾向が見られる
が，「近代化」として町村にもたらされた規律に因る時間支配が町村民を「画一化」に向かわせて
いる。新設の国家行事は皇室権威と結合すると伝統視され，近代化が規律として徳目と同一視され
ると，国民の間に道徳性を内面化する集団偏向をもたらしたのである。
　この傾向は小学児童に対する教育においても確認することができ，教育展覧会・学芸会・運動会
等の「学校行事が，理科・体育・音楽・談話など，いわゆる近代的教育内容の展示もしくは表演で
あるということである。したがって，元来，わが国に存在しなかった学習内容を，いかに受容した
かを，これらの行事は明示している」71と分析される事からも，行事を通じた児童の訓練が近代化
を意味するのと共に画一的な集団行動を内容としていた事が解かるのである。以上のように，日露
戦後に展開された自治の政策手法には「近代化」と「道徳」を融合させる「恩賜の浸透」によって，
民衆に’「画一化」を及ぼそうとする傾向が抽出できる。本稿では，これらの傾向が「山縣閥」ある
いは「山縣系官僚」が主体となってもたらされていた事を確認すると共に，その中に皇室権威の利
用があったことを確認し，今後に期すべき課題に取り組んでいく。
71山本・今野，前掲，三九八頁。
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